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競争参加者の資格に関する公示

早明浦ダム再生事業上流仮締切設備工事（以下
「本工事」という。）、早明浦ダム再生事業上流仮
締切設備工事に係る設計業務（以下「本業務」と
いう。）【技術提案・交渉方式】における特定建設
工事共同企業体としての競争参加者の資格（以下
「特定建設工事共同企業体としての資格」という。）
を得ようとする者の申請方法等について、次のと
おり公示します。
令和４年１月５日

独立行政法人水資源機構
理事長 金尾 健司

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 11
１ 件名
早明浦ダム再生事業上流仮締切設備工事
早明浦ダム再生事業上流仮締切設備工事に係
る設計業務
２ 工事場所 高知県土佐郡土佐町田井地内

３ 工事概要 早明浦ダム上流仮締切設備の製
作・輸送・据付・移設・取り外し等１式
４ 工期等
（本業務）設計業務請負契約締結の翌日から
令和５年１月10日まで
（本工事）工事請負契約締結の翌日から令和
10年５月31日までを予定
５ 競争参加資格審査申請書の受付期間

令和４年１月５日から令和４年２月２日ま
で。ただし、持参する場合は、上記期間の「行
政機関の休日に関する法律」（昭和63年法律第91
号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「行
政機関の休日」という。）を除く毎日９時30分か
ら17時まで（12時から13時までを除く）。
なお、令和４年２月３日以降本業務に係る見
積徴取の時までにおいても、随時、申請を受け
付けるが、当該見積徴取の時までに審査が終了
せず、競争に参加できないことがある。
６ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書｣（以下「申請書」という｡)は、令和４
年１月５日から〒3306008 埼玉県さいたま
市中央区新都心11番地２（ランド・アクシ
ス・タワー内）独立行政法人水資源機構経営
企画本部技術管理室契約企画課 電話048
6006534（直通）、ＦＡＸ0486006588に
おいて特定建設工事共同企業体としての資格
を得ようとする者に交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付しに示す申請書の交付
場所に郵送（信書として送達し、かつ、配達
の記録が残る方法に限る。）又は持参により提
出すること。
 特定建設工事共同企業体協定書（７の
条件を満たすものに限る。）
 ７の要件を満たすことが判断できる工
事の施工実績を記載した書類（申請書とと
もに交付する様式により作成したものに限
る。）
 すべての構成員の経営事項審査結果通知
書の写し（令和３・４年度一般競争（指名
競争）参加資格審査申請時に提出したもの
と同一のもの。）

 申請書の作成に用いる言語 申請書及び添
付書類は、日本語で作成すること。

７ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査
以下のからまでに掲げる条件を満たさな
い特定建設工事共同企業体については、特定建
設工事共同企業体としての資格がないと認定す
る。それ以外の特定建設工事共同企業体につい
ては特定建設工事共同企業体としての資格があ
ると認定する。
 建設工事有資格業者認定要領第２条の規定
に該当しない者であること。
 機構から『工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（以下『指名停止措置要領』とい
う。）』に基づき、吉野川水系関連区域におい
て指名停止を受けている期間中でないこと。
ただし、指名停止措置要領別表第１の措置要
件に該当することによる指名停止について
は、資格があると認定を行うことがある。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連を
有する建設業者でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 特定建設工事共同企業体の構成 機構にお
ける一般競争（指名競争）参加資格業者のう
ち、「機械設備工事」の認定を受けており、か
つ、代表者において、測量・建設コンサルタ
ント等の業種区分「土木関係建設コンサルタ
ント業務」の認定を受けている者２社で結成
される特定建設工事共同企業体であること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、30%以上の出資比率であ
ること。
 代表者の要件 特定建設工事共同企業体の
代表者は、構成員の中で最大の施工能力を有
する者であって、その出資比率が構成員中最
大であること。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、機構が指定する
様式による。
 施工方式 共同施工方式とする。
８ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む特定建設工事共同企
業体の取扱い
７の認定を受けていない者を構成員に含む
特定建設工事共同企業体も５及び６により申請
書を提出することができる。この場合において、
特定建設工事共同企業体としての資格が認定さ
れるためには、７の認定を受けていない構成

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次の要件を満たす者とす
る。
 特定建設工事共同企業体の代表者及び代
表者以外の構成員のそれぞれが、本業務及
び本工事（以下「本件」という。）における
確認申請書等の提出期限までに元請として
完成・引渡しが完了した同種工事の施工実
績を有していること。
なお、共同企業体構成員としての実績は、
出資比率が20％以上のものに限る。
【同種工事として認める施工実績の要件】
「既設コンクリートダム堤体の削孔又は
切削において、堤体上流面に設置する鋼製

の仮締切設備（Ｈ鋼のみ又は矢板のみ若し
くはその組合せによる施工を除く。）を元請
けとして製作・据付した工事」

※「製作・据付した工事」とは、上流仮締切設
備を構成する設備全体の施工を行った工事と
し、整備及び修繕工事等は対象外とする。
 建設業法（昭和24年法律第100号）の鋼
構造物工事業につき、許可を有してから営
業年数が５年以上あること。ただし、相当
の施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施
工が確保できると認められる場合において
は、許可を有しての営業年数が５年未満で
あってもこれを同等として取り扱うことが
できるものとする。
 建設業法の鋼構造物工事業に係る監理技
術者又は主任技術者を本工事に専任で配置
できること。
 特定建設工事共同企業体の代表者におい
ては、本件の「公募型プロポーザル方式に
係る手続開始の公示（建築のためのサービ
スその他の技術的サービス（建設工事を含
む。））」（令和４年１月５日付け独立行政法
人水資源機構契約職）に掲げる基準を満た
す設計技術者を本業務の契約締結の翌日か
ら本業務に配置できること。

18 Summary

 Contracting Entity : Hidehiko Hioki, Ex‑

ecutive Vice President, Japan Water Agen‑

cy

 Classification of the products to be pro‑

cured : 41, 42
 Subject matter of the contract : Up‑

stream temporary cofferdam construction

works for Sameura Dam Upgrading Project

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 17 : 00 2 February, 2022
 Time‑limit for the submission of techni‑

cal proposal : 17 : 00 11 March, 2022 (sub‑
mitted by mail ; 17 : 00 11 March, 2022)

 Contact point for the tender docu‑

mentation : Yuki Takada, Procurement De‑

sign Division, General Engineering Affairs

Department, Japan Water Agency, 112,
Shintoshin, Chuo‑ku, Saitamashi, Saitama,

3306008 Japan. TEL 0486006534 FAX
0486006588
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